
(単位：円)

流 動 資 産 40,639,169 流 動 負 債 390,401,866

5,950,903 315,555,285

20,897,920 10,008,000

1,664 29,966,802

10,815,512 11,300,473

584,040 595,000

406,280 10,053,400

589,371 5,754,805

1,393,479 10,900

3,423,300

3,733,901

固 定 資 産 316,089,877

有形固定資産 305,244,750 固 定 負 債 84,831,442

31,175,054 59,984,000

47,682 19,823,700

1,957,339 5,023,742

21,766,912

3,204,184

247,093,579 負 債 合 計 475,233,308

0

株 主 資 本 △ 118,504,262

無形固定資産 6,949,837 資本金 37,500,000

1 資本剰余金 10,000,000

6,765,652 利益剰余金 △ 166,004,262

184,184 11,875,000

投資その他の資産 3,895,290 △ 177,879,262

1,070,000 11,000,000

100,000 △ 188,879,262

2,725,290

純 資 産 合 計 △ 118,504,262

356,729,046 356,729,046

貸 借 対 照 表
(2025年3月31日現在)

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

第　52　期　決　算　公　告

2025年6月23日
岐阜県多治見市田代町一丁目65番地
東 鉄 タ ク シ ー 株 式 会 社

代　表　取　締　役　　川　松　昌　市

未 収 金 未 払 金

未 収 収 益 未 払 費 用

現 金 及 び 預 金 短 期 借 入 金

売 掛 金 1 年 以 内 長 期 借 入 金

貯 蔵 品 未 払 法 人 税 等

前 払 費 用 未 払 消 費 税 等

前 払 利 息 預 り 金

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

機 械 装 置 そ の 他 の 固 定 負 債

そ の 他 の 流 動 資 産 前 受 金

そ の 他 の 流 動 負 債

賞 与 引 当 金

構 築 物

建 物

建 設 仮 勘 定 純　　資　　産　　の　　部

車 輌 及 び 運 搬 具

器 具 備 品

土 地

諸 施 設 利 用 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産 利 益 準 備 金

そ の 他 の 利 益 剰 余 金

ソ フ ト ウ エ ア

資    産    合    計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

そ の 他 の 投 資 等

投 資 有 価 証 券 別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金出 資 金



            重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式････移動平均法による原価法

その他有価証券

　　　　　市場価格がない株式以外のもの･･･････････時価法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却

　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　  原価は移動平均法により算定）

　　　　　市場価格がない株式･･･････････移動平均法による原価法

2.有形固定資産の減価償却方法

定率法を採用しております。

ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに 

２０１６年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法

を採用しております。

一括償却資産は３年均等償却を採用しております。

２００７年３月３１日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が

終了した期の翌期から５年間で均等償却する方法によっております。

２０１２年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更しております。 また、保有する有形固定資産のう

ち車両運搬具については、運用実態に即した定額法を採用するとともに耐用年数

も変更しております。

3.無形固定資産の減価償却方法

定額法を採用しております。

なお、自社で使用しているソフトウェアについては、利用可能期間 （５年） に基づい

て償却しております。

個別注記表



4.引当金の計上基準

①賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支

給見込額基準により計上しております。

②退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、 当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しております。

当期純利益金額

当期純利益 円12,220,502


